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１ 計画の目的（理念）

国土利用の基本理念に即して、公共の福祉を優先させ、自然環境の保全を図りつつ、健康で文化的な生活環境の確保と調和のとれた

持続的な発展を目的として、本市における土地利用の基本方針を定めるもの。

2 計画の位置付け

市土利用に関する最上位の行政指針。

国・県の計画に基づきつつ、「第三次佐久市総合計画」の基本構想と整合性を図るため、一体的に策定。

3 計画期間

令和9年度から令和18年度までの10年間とし、長野県計画の改訂や本市総合計画後期基本計画の策定、また社会情勢の大きな変動に
合わせ、必要に応じて見直しを行う。

第１章
市土の利用に関する基本構想

第２章
市土の利用区分ごとの
規模の目標と地域別の概要

第３章
第2章に掲げる事項を達成する
ために必要な措置の概要

第１節 市土利用をめぐる基本方針
第２節 地域類型別の市土利用の基本方向
第３節 利用区分別の市土利用の基本方向

第１節 市土の利用区分ごとの規模の目標
第２節 地域別の概要

第１節 公共の福祉の優先
第２節 土地利用関連法等の適切な運用
第３節 地域整備施策の推進
第４節 市土の保全と安全性の確保
第５節 持続可能な市土の管理
第６節 自然環境の保全・再生・活用と

生物多様性の確保
第７節 土地の有効利用の促進
第８節 土地利用の転換の適正化
第９節 市土に関する調査の推進と計画の

効果的な推進
第１０節 市土の市民的経営の推進
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第１節 市土利用をめぐる基本方針

1 市土利用をめぐる基本的条件

（1）人口減少・高齢化の進行 ・人口動態の変化による市土の利用や管理に影響
・空き家や所有者不明土地、低未利用土地の増加
・農地の荒廃、森林の多面的機能低下

（2）自然環境の変化と自然災害の発生 ・自然災害の激甚化・頻発化
・令和元年東日本台風の経験から、災害への備えの重要性が改めて浮き彫りに

（3）高速交通網の結節点としての優位性 ・中部横断自動車道が全線開通することで、移動時間の短縮、輸送コスト削減が図られ、
高速交通網の結節点としての優位性がより高まる

（4）土地利用における市民意識 ・令和7年度に市民アンケートを実施
【現在の土地利用について問題に感じること】
→「空き家や空き店舗、空き地が増え、市街地がさびれてきている」が76.2％で最多
【今後どのような土地利用を進めるべきか】
→「市街地の空き地などの有効活用」が29.0％で最多
「農業を振興し、農地を保全」が23.6％で次点

２ 本計画が取り組むべき課題

（1）人口減少社会への適応 ・将来の人口規模を見据えた都市機能の集約とネットワーク化など、持続可能な都市構造への転換
・「冷涼な気候」や「豊かな自然・生活環境」「健康長寿」といった本市の強みを活用し、魅力あるまちづ
くりとそれを支える土地利用を推進

（2）安心・安全な生活を支える
調和ある土地利用

・都市的土地利用と自然的・農業的土地利用との調和を図りながら、用途や規模に応じた総合的かつ
計画的な土地利用を推進し、市土を持続可能な地域資源として次世代へつなぐ
・「災害に強いまち」を念頭に、防災・減災対策強化と災害リスクを踏まえた、安全性を計画的に高め
る市土利用・管理の深化

（3）高速交通網の活用による
地域の活性化

・高速交通網の結節点として戦略的な土地利用
・インターチェンジ周辺や幹線道路沿線では、無秩序な開発を抑制し、地域の活性化、環境の保全と
産業の振興に資する調和ある土地利用への誘導
・佐久広域圏の中心都市として、多様な都市機能の充実と周辺都市との連携を見据えた基盤整備
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第１節 市土利用をめぐる基本方針

３ 市土利用の基本方針

本計画において第三次佐久市総合計画の将来都市像「未来へつなぐ快適健康都市 佐久 ～変化に挑み 輝き続けるまちへ～ 」を
実現するため、次の６つを基本方針として定める。

（1）地域社会を支え市の発展に資する戦略的な土地利用
限られた市土を最大限に生かし、官民連携を図りながら前例踏襲に縛られない戦略的な視点で、本市の発展に資する土地利用を推進する。

（２）地域の特徴を生かした機能集約とネットワーク化
各地域の特徴を生かした拠点形成と機能集約を図るとともに、各拠点を結ぶ交通・情報通信ネットワークを維持し、市内全域の利便性と持続
可能性を高める土地利用を推進する。

（３）「快適健康都市」の卓越性を生かした住環境の整備
「冷涼な気候」や「晴天率」、「活断層が確認されていない地盤特性」、全国トップクラスの「充実した医療環境」という卓越性を生かし、選ばれ続
ける魅力ある住環境の形成に向けた土地利用を推進する。

（４）都市的土地利用と自然的・農業的土地利用の調和
「都市的土地利用と自然的・農業的土地利用の調和」の精神を継承し、秩序ある土地利用を推進する。

（５）安心・安全を支える災害に強いまちづくり
激甚化・頻発化する自然災害や気候変動の影響に対し、市民の生命と財産を保護するため、災害に強いまちづくりを支える土地利用を推進す
る。

（６）地域経済を支える産業基盤の形成
「高速交通網の結節点」という優位性を生かし、地域経済を牽引する産業基盤を形成し、企業の発展や新たな立地につなげる土地利用を推進
する。

４ 市土利用の基本方向

基本方針を踏まえ、土地需要の量的な調整を行うとともに、市土利用のより一層の質的向上を図る。
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第2節 地域類型別の市土利用の基本方向

市全域を都市地域、農山村地域、自然維持地域の３つに大別。
それぞれの地域特性に応じた基本方向に基づき今後の土地利用を図る。

１ 都市地域
（市街地整備ゾーン）

既成市街地とそれらを取り巻く周辺市街地から成る都市計画区域内の用途地域とする。

本地域においては都市景観に配慮し、用途地域に即した土地利用を進めるとともに、多様な都市機能の集積
状況や公共交通環境などの特徴に応じた良好な市街地形成を図り、都市の一体性を確保する。

住・商・工のバランスがとれた住環境の整備や産業基盤の形成を進め、雇用の創出と定住人口の増加へとつな
げる。

2 農山村地域
（農地保全ゾーン）

市街地周辺の優良農地を中心とした田園地帯と、既存集落と自然が共生する丘陵地帯とする。

本地域においては将来にわたり守るべき農地や林地の確保・保全と自然環境の維持を基本としつつ、農村の
暮らしを支える生活基盤や集落の機能維持や活性化を図る。

田園・里山景観を維持しながら、地域に根ざした歴史や文化、健康長寿などの強みを生かすことで、観光や体
験を通じた交流人口・関係人口の創出に資する土地利用を図る。

安心・安全で快適に住み続けられる環境を整え、新たな定住者の確保や地域の活力維持へとつなげる。

3 自然維持地域
（山林保全ゾーン）

妙義荒船佐久高原国定公園を中心とした東部の県境一帯、八ヶ岳中信高原国定公園に指定されている西部の
蓼科山周辺、それらと連続した保有林など、主に都市計画区域外とする。

本地域においては生物多様性の保全を最優先して、過度な開発を抑制するとともに、森林が持つ多面的機能
を維持・発揮させることで、災害に強い市土の根幹を支える。
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第3節 利用区分別の市土利用の基本方向

区分 方向

1 農地 効率的で安定的な農業経営と優良農地の計画的な保全を両立させる土地利用を推進する。
荒廃農地の発生防止や解消に向けた適切な維持管理に努める。

2 森林 森林の多面的機能を将来にわたって維持・発揮させるため、計画的な整備と適切な維持管理を推進する。

3 原野等 本来の生態系への影響に配慮した上で、自然環境と生活との調和を図り、在来生物が生息する環境の保全を推進
する。

4 水面・河川・水路 水害や土砂災害を防止するため、河川の改修、治水・砂防施設の整備や適切な維持管理に努める。
良好な水辺環境の保全を図る。

5 道路 高速交通網の結節点としての優位性を生かし、都市間連携や企業立地を支える戦略的な道路整備を推進する。
幹線道路においては、高速交通網とのアクセスを強化することで物流や観光の利便性を向上させるとともに、ネッ
トワークの強化や円滑な交通流動を図るための道路整備を推進する。
日常生活を支える生活道路は、歩行者の安全確保や緊急時の対応のため、拡幅や歩道の整備などを計画的に推進
し、インフラ機能の維持・向上を図る。
農道や林道については、農林業の生産性向上や農地・森林の適正な管理を図るため、必要な用地の確保と適切な維
持管理・更新により、既存道路の持続的な利用を図る。

6 宅地 無秩序な開発による都市的土地利用の拡大を抑制し、自然的・農業的土地利用との調和を図りつつ、貴重な資源で
ある市土を将来に向けてより良い状態で引き継ぐため、計画的な土地利用を推進する。

（1）住宅地 人口・世帯動向を勘案し、既存の市街地における定住を促進することで、コンパクトで利便性の高い土地利用を図る。
生活基盤の計画的な整備やオープンスペースの確保により、住環境の質の向上と災害に対する安全性の確保に努
める。

（2）工業用地 交通の利便性や周辺の環境に配慮しながら、戦略的に配置・誘導し、農業的土地利用との適切な調和を図りつつ、
経済活性化の核となる企業立地の受け皿の確保を図る。

（3）その他の宅地
(商業・業務用地等)

市街地の活性化と周辺環境との調和を図りながら、都市機能を高める土地利用の推進や、地域の生活拠点となる
機能を有するための土地利用に努める。

7 その他の土地
利用

公用地や公共用施設用地（文教施設、公園緑地など）については、公共施設の廃止統合後の跡地の利活用を図るな
ど適正な配置に努める。低未利用土地については、地域の特性や周辺環境に配慮した有効利用を促進する。
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第１節 市土の利用区分ごとの規模の目標

・基準年次：令和6年 ・目標年次：令和18年 ・目標年次における人口と世帯数：人口96,000人程度、世帯数45,000世帯程度とする。

目標の設定方法：市土の利用区分別の現状と推移に基づき、利用区分別の将来的な土地面積の推計値を算出し、土地利用の実態との総合
的な調整を行い、目標となる面積を設定する。
※基準年次：計画の基礎となる年次であり、通常、計画策定時において様々な実績値を網羅的に把握できる直近の年次

利用区分
基準年次
令和6年

目標年次
令和18年

増減
構成比（％）

概要
令和6年 令和18年

農地 6,210 5,900 △310 14.6 14.0

耕作放棄地の再生活用を進めるものの、荒廃地化のほか、宅地、道
路への転換により、310ha程度減少し5,900ha程度とする。

田 3,780 3,624 △156 8.9 8.6

畑 2,430 2,276 △154 5.7 5.4

森林 26,289 26,299 10 62.1 62.1 荒廃地の山林化などにより、26,299ha程度とする。

原野等 215 215 0 0.5 0.5 原野等の増減は見込まれないため、215ha程度とする。

水面・河川
・水路

1,063 1,050 △13 2.5 2.5 水面や河川は増減がなく、水路は田の利用転換に伴う農業用水路の
改廃などにより13ha程度減少し、1,050ha程度とする。

道路 2,020 2,032 12 4.8 4.8 道路整備により一般道路が34ha程度増加する一方で、農地の利用
転換に伴う農道の改廃により22ha程度減少し、2,032ha程度と
する。

宅地 2,569 2,667 98 6.1 6.2 住宅地は世帯数の増加が当面見込まれるものの、既存ストックの量
的充足などにより60ha程度の増加、工業用地は産業集積の促進な
どにより21ha程度の増加、その他の宅地は経済構造のソフト化や
サービス化の進展などにより17ha程度増加し、全体では2,667ha
程度とする。

住宅地 1,670 1,730 60 4.0 4.1

工業用地 130 151 21 0.3 0.3

その他宅地 769 786 17 1.8 1.8

その他 3,985 4,188 203 9.4 9.9 荒廃地の増加、雑種地への転換により、4,188ha程度とする。

合計 42,351 42,351 0 100.0 100.0

市街地 - - 人口減少となるものの、人口密度は一定程度保たれると想定するこ
とから、○〇ha程度とする。
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第2節 地域別の概要

地域区分

自然的、社会的、経済的や文化的諸条件を考慮し、既存コミュニティのまとまりを形成している旧行政単位を基本に７つの地域に区分し、それ
ぞれの地域の特徴を生かした土地利用を推進することで、持続的発展を図る。
なお、各地域における共通的な取組については、第1章で定めた地域類型別と利用区分別の基本方向に基づき、連携して取組を進める。

各地域における主な取組事項

浅間地域 ・佐久平駅周辺、佐久平駅南地区、岩村田地区は、本市の中心市街地と佐久広域圏の拠点地域として、都市機能を高める土
地利用を推進し、地域間交流の中心地として魅力を向上させる。

・佐久平駅周辺は、高まる開発需要に対応するため、中部横断自動車道本線までの区域において無秩序な開発を抑制し、新
たな価値を生み出し、持続的発展に資するまとまりある土地利用を推進する。

・佐久インターチェンジ周辺は、工業・流通業務系を中心とした土地利用を図る。

・佐久北インターチェンジ周辺は、住宅地など民間開発の適切な誘導を図る。

・佐久中佐都インターチェンジ周辺と接続する幹線道路の沿線は、優良農地の保全を図る。また、農業的土地利用との調和
に配慮しつつ、新たな都市的土地利用を検討する。

・塚原地区は、近年の都市的土地利用の進展に対応し、計画的なインフラ整備と既存施設の機能改修により、良好な住環境
の維持・向上を図る土地利用を推進する。

・佐久平スマートインターチェンジからの良好なアクセス環境にある平尾山一帯は、森林の保健休養機能を生かした森林セラ
ピー基地「平尾の森」や佐久市温水利用型健康運動施設「平尾温泉みはらしの湯」などにより、温浴とスポーツの連携による
市民の健康づくりを推進する場としての土地利用を図る。

・駒場公園一帯は、自然のやすらぎや憩いを感じられる空間に文化施設やスポーツ施設を集積してきた地域的特徴を生かし、
人々の健やかな学びの拠点となる文教的な土地利用を図る。
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第2節 地域別の概要

各地域における主な取組事項

野沢地域 ・神社仏閣、蔵などの歴史的資源と、佐久鯉や日本酒などの特産品、ぴんころ地蔵などの観光資源を地域の魅力として維
持・発信し、次世代に継承する土地利用を図る。

・野沢地区は、生涯学習センターやこども・子育て支援拠点施設の整備、公立高校再編による教育環境の充実に着目し、これ
ら居住・文教・生活サービス機能の集積を核とし、土地利用の転換を見据え、あらゆる世代が「暮らしやすさ」を実感できる持
続可能な居住・交流拠点の形成を図る。

・無接道住宅地の解消や土地の利用促進の先行事例 として、生活道路整備事業を実施し、快適な住環境の創出を推進する。

・佐久南インターチェンジ周辺は、産業振興の拠点とするとともに、高速交通網を生かした関係人口の拡大や観光振興、さら
には市民の利便性の向上に資する広域的な交通の結節点としての土地利用を図る。

中込地域 ・旧中込学校など歴史的資源を守り生かすとともに、中込駅を中心に商業、サービス業、医療、高齢者福祉、認定こども園な
ど生活利便施設が集積している地域の特徴を生かしたまちづくりに資する土地利用を進める。

・中込商店街は、映画館の建設を始めとする新たな文化・交流の動きと連携するなど、歩行者専用道路等のウォーカブルな
空間をこれまで以上に活用し、賑わいの醸成を図る。

・佐久市役所周辺は、行政、消防、郵便、医療など暮らしを支える機能が集積していることから、市民生活の利便性を向上さ
せる土地利用を図る。

・三河田工業団地は、既存工業用地の有効活用や新たな企業立地など、産業振興に資する土地利用を図る。

・佐久総合体育館 や佐久総合運動公園は、市民のスポーツ・レクリエーション活動の拠点や広域スポーツ交流の中核施設と
して、スポーツの推進や健康増進に資する土地利用を図る。

・内山地区は、標高1,200ｍの冷涼な気候や星空環境を生かして整備されたキャンプフィールドの積極的な活用を図り、高
付加価値なアウトドア・レクリエーション拠点を形成することで、交流人口・関係人口・定住人口の創出に資する土地利用を推
進する。

東地域 ・国史跡である香坂山遺跡を始めとする歴史的・文化的な遺産の保全と活用を推進し、伝統ある文化を生かした魅力的なま
ちづくりを促進する。

・東出張所周辺は、東会館、東小学校など公共施設や郵便局、高齢者福祉、子育て施設など生活利便施設が集積している状
況を踏まえ、東地区全体を支える地域拠点として位置づけ、現在の暮らしやすさを維持するとともに、地域の活性化につな
がる土地利用を図る。
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第2節 地域別の概要

各地域における主な取組事項

臼田地域 ・佐久総合病院本院を核として、地域の特徴である医療・健康・福祉の機能が集約された良好な住環境の保全・活用を図り、
地域コミュニティの維持や賑わいの再生による持続可能なまちづくりを進める。

・佐久臼田インターチェンジ周辺は、産業振興のための土地利用を推進するとともに、無秩序な開発を抑制し、地域の良好な
環境の保全を図る。

・国史跡龍岡城跡においては、貴重な文化遺産として将来に継承するとともに、史跡を活用した地域の活性化に資する土地
利用を図る。

浅科地域 ・塩名田宿や八幡宿などの歴史的な街並みを生かした魅力的なまちづくりを推進する。

・浅科支所周辺地区を地域拠点として位置づけ、現在の暮らしやすさを確保するとともに、持続可能な生活圏の維持に努め
る。

・良好な田園景観を将来にわたり継承するため、世界かんがい施設遺産である「五郎兵衛用水」の適切な維持管理と五郎兵
衛新田を始めとする優良農地の保全を一体的に推進する。

望月地域 ・望月宿や茂田井間の宿などの歴史的資源を生かした誘客を図り、魅力的なまちづくりを促進する。

・標高の高さを生かした長者原周辺での高原野菜の栽培や、有機農業の取組を推進し、これらの特性に着目した農業振興に
資する土地利用を図る。

・リニューアルを進めるもちづき荘を始めとする春日温泉や布施温泉などの良質な温泉資源の活用により、魅力ある観光・
滞在環境を創出するとともに、交流人口・関係人口・定住人口の創出に資する土地利用を図る。
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第１節 公共の福祉の優先

公共の福祉を優先させるとともに、自然的、社会的、経済的、文化的諸条件に応じて、適正な土地利用を推進する。

第2節 土地利用関連法等の適切な運用

国土利用計画の全国計画や県計画といった上位計画、第三次佐久市総合計画や個別法に基づく各計画について、相互の連携や調整を図りな
がら、総合的かつ計画的に土地利用を推進する。

第3節 地域整備施策の推進

市土の有効利用と適切な管理を図るため、市土を「市街地整備ゾーン」「農地保全ゾーン」「山林保全ゾーン」の３つに区分し、個別法に基づく
計画や規制の適切な運用、各種誘導措置などを総合的に講じることで、各地域類型の特徴に応じた地域整備施策を効果的に推進する。

第4節 市土の保全と安全性の確保

頻発・激甚化する自然災害から市民の生命・財産を保護するため、ハード・ソフトの両面から「災害に強いまちづくり」を推進し、安心・安全な暮
らしの確保を図る。

1 自然条件に対応した
防災・減災対策

・災害リスクを的確に分析し、正確な情報を提供することで安全な土地利用への誘導を図る。また、ハザード
マップなどによる情報の可視化を通じて、土地が持つリスクに対する市民の理解と防災意識の向上を図る
とともに、各種防災情報システムの利用促進により、迅速で的確な情報伝達体制を構築する。
・急傾斜地の崩壊、土石流や地すべりなど土砂災害のおそれのある箇所については、土砂災害特別警戒区域
等に基づく適正な土地利用を促進する。

2 総合的な治水対策 ・流域の保水・遊水機能を確保するため、河川、道路、雨水排水施設、農業用施設の改修・改良を進める。
・浚渫土処分場を活用した河川浚渫事業の迅速化や、「信濃川水系緊急治水プロジェクト」に基づく千曲川流
域における総合的な治水対策のための施設整備を促進する。

3 森林の適正な管理 ・森林が持つ市土保全機能を高めるための森林整備を進める。また、病害虫・鳥獣害による森林の荒廃を防
ぐとともに、関係者と連携し、保安林を始めとする森林の適正な管理を推進する。
・保安林改良事業を始めとする治山事業などにより、災害に強い森林の維持・育成を図る。

4 安全性の向上 ・災害拠点施設の耐震性確保や緊急輸送道路の無電柱化、公園などオープンスペースの確保、災害活動に対
応できる設備の整備など、災害に強い都市基盤の構築を計画的に進める。
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第5節 持続可能な市土の管理

1 都市機能集約化

・地域の実情に応じ、生活サービスを提供する都市機能や居住を都市中心部や地域拠点などへ誘導するなど、都市機能の集約化を図る。

2 「拠点」の形成

・佐久平駅を中心とした地域は、本市の発展を牽引する都市機能拠点として、その機能を発揮するため一体となった都市的土地利用を図る。

・岩村田、野沢、中込、東、臼田、浅科、望月地域の中心部は地域拠点として、暮らしを支える機能の集約・維持や地域の特徴を生かしたまちづ
くりを促進する。また、これらの各拠点を結ぶ交通・情報通信ネットワークなどを維持し、市内全域の利便性と持続可能性を高める。

3 優良農地の確保・農業振興

・農業振興地域制度などに基づき、食料の安定供給に不可欠な優良農地の確保を図る。

・佐久市農業振興ビジョンや地域農業経営基盤強化促進計画（以下「地域計画」という。）などに基づく施策展開により、農地の大区画化など
の農業生産基盤の整備や、農地中間管理事業などを活用した農地の集積・集約を推進する。

・特定の担い手に集中しがちな水路などの管理を地域コミュニティで支える活動に対し支援を行う。特に中山間地域などでは、中山間地域等
直接支払制度などの支援制度を活用し、多様な農業者や地域住民の役割分担により、地域全体で営農の継続や農地の維持・活用を図る。

・今後の農業展開に向けては、ＩＣＴやＡＩなどを用いたスマート農業の導入による省力化・低コスト化や市場価値の高い品種の生産拡大、食の
安全と消費者の信頼にこたえる農産物の安定供給体制の確立を目指す。あわせて、食育・地産地消の推進や有機農業への取組、農業・農村ビ
ジネスの創造により、農業の雇用と農産物の高付加価値化を促進するとともに、環境と調和した農業生産活動を進める。
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第5節 持続可能な市土の管理

4 持続可能な森林管理・林業振興

・地理空間情報などの先端技術を活用したスマート林業の導入を進めながら、「佐久市森林整備計画」などに基づく森林の適切な更新を進め
る。

・森林経営管理制度などを活用した小規模な面積の森林の集約化や路網などの基盤整備を推進する。

・林業を担う人材の育成・確保、生産・加工・流通体制の整備などにより林業・木材生産の経営体制を強化するなど、林業の成長産業化を進め、
林業の持続的かつ健全な発展を図る。

・地域産材や県産材を活用した住宅などの普及や木造公共施設の建設を促進し、県産材の需要拡大を図るとともに、木質バイオマスエネル
ギーの普及拡大に向け、モデル事業の実施などにより課題の解決を図り、森林資源の循環的な利活用を促進する。

5 上流水源地としての健全な水環境の確保

・良質な水資源が安定的に供給されるためには、水源地域におけるかん養機能を維持増進することが必要となる。

・水源地域や森林、水辺空間の保全を始め、農地が持つ貯留・かん養機能の発揮、適切な汚水処理による地下水の水質保全などを促進する土
地利用を進め、健全な水環境の構築を図る。

・長野県の水資源保全地域の指定を受けるなど、近隣自治体と連携して水資源の保全施策を推進する。

6 美しい景観の保全・再生・創出

・歴史的・文化的風土の保存、文化財の保護を図るとともに、本市の自然と歴史が織りなす美しい景観の保全・再生・創出を図る。
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第6節 自然環境の保全・再生・活用と生物多様性の確保

1 多様な自然環境の保全 ・良好な生活環境の形成や保全を図るため、佐久市環境基本計画による施策の展開や各種法令、市条例
などによる規制・誘導を図り、市街地など良好な街並みや緑地、水辺景観の保全・創出、田園風景や里山
の景観保全などに努める。
・本市における水道水源の大部分を湧水やその源である地下水に依存している現状から、地下水・湧水を
地域共有の貴重な財産である「公の水」とし、地下水の適正な利用を通じ、健全な水循環と水源地の保全
を図る。

2 生物多様性の確保 ・自然の恩恵を次世代へ引き継ぐため、市民・事業者・行政が一体となって「環境にやさしい社会」の構築
を目指す。このため、森林や農地、河川などをつなぐ生態系ネットワークの形成に配慮するほか、貴重な動
植物の保護に向け、土地所有者などと協力した適切な管理の推進と保護活動の支援に努める。
・山林や水辺の改変、荒廃農地の増加を最小限にとどめ、野生生物の生息環境に配慮した適正な土地利
用を進める。

3 観光・地域産業の振興 ・豊かな自然景観や地域に息づく歴史・文化、伝統産業、多様な体験型コンテンツを持続可能な観光資源
として位置づけ、その適切な利活用を通じて地域経済の活性化を図る。
・訪日外国人観光客を始めとする多様な来訪者の利便性向上に向け、多言語対応の推進など受入環境の
整備を進め、観光インフラの質的向上を図る。あわせて、地域の魅力を国内外へ戦略的に発信し、サステ
ナブル・ツーリズムと呼ばれる持続可能な観光地域づくりを推進する。

4 地球温暖化対策の推進 ・気候変動危機を乗り越えるために市民・事業者・行政が一体となって二酸化炭素排出量の削減に取り組
み、脱炭素社会を実現するため、本市は気候非常事態を宣言した。
・2050年までに二酸化炭素排出量実質ゼロを実現するため、太陽光・木質バイオマス・水力など再生可
能エネルギーの適切な導入の促進やカラマツ材の公共施設などでの活用を進めるとともに、ペレットや木
質チップの生産・製造から消費までが地域で循環する体制づくりを進め、環境負荷の低減に向けた土地利
用を図る。
・「佐久市森林整備計画」に基づき森林造成事業と森林整備事業を促進し、森林による二酸化炭素吸収を
増加させることにより、地球温暖化の抑制を促進する。

5 生活環境の保全 ・道路、公園、下水道など生活環境基盤の質を高める社会資本の適切な維持管理を推進し、快適な生活空
間の形成を図る。

6 資源循環型社会の形成 ・循環型社会の形成に向け、プラスチックごみなどの発生抑制、ごみの減量や廃棄物の再使用・再生利用
を一層進めるとともに、不法投棄防止に努める。
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第7節 土地の有効利用の促進

1 農地 ・農地の持つ市土保全などの多面的機能を最大限発揮させ、土地の有効利用を促進する。そのため、集積・集約
された農地において同一作目による適切な団地化を誘導し、効率的で安定的な農業経営に向けた土地利用を推
進する。

・農業や農作業がもたらす生きがい・やりがい、健康的な生活への寄与などに着目し、市民農園や農業体験の取
組を促進するなど、生活の糧となる農業とふれあいを創出する。さらに、これらを生かした移住や地域間交流に
資する環境整備を推進する。

2 森林 ・林内路網の整備や森林施業の機械化・集約化を促進し、生産性の向上と森林整備の効率化を図ることで、森林
資源の安定的かつ持続的な利活用を進める。

3 水面・河川・水路 ・防災・減災のための適切な維持管理や水路等の長寿命化に努めるほか、千曲川とその支流などによる潤いと安
らぎのある豊かな水辺空間の保全と活用を推進する。これにより、「五郎兵衛用水」を始めとする良好な景観や、
多様な動植物の生息・生育環境の保全を図る。

4 道路 ・中部横断自動車道は、全線開通に向け（仮称）長坂ジャンクションまでの整備促進や早期の事業化を図るととも
に、松本佐久連絡道路の早期実現に向けた活動を推進する。これら高速交通網の拡充を見据えた戦略的な沿道
利用や企業立地、都市間連携に資する土地の有効利用を促進する。

・市民生活の利便性や安全性の向上のため、幹線道路整備に当たっては歩車道分離を基本とする。あわせて、防
災機能の向上や歩道設置などの道路改良、ユニバーサルデザインやウォーカブルなまちづくりの導入、緊急輸送
路などの無電柱化を推進する。さらに沿道には植樹帯や花壇を整備するなど、景観や沿道周辺環境に配慮した
土地利用を図る。

・農林道については、各整備計画に基づき、自然環境に配慮した計画的な整備を進め、農林業の生産性向上と効
率化を図る。
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第7節 土地の有効利用の促進

5 住宅地 ・幅広い年齢層から選ばれ続けるコンパクトで持続可能な魅力ある住宅地の形成に向けた土地利用を推進する。

・空き家バンクなどを活用した空き家や低未利用土地の流動化を進め、定住人口の創出を図る。

・老朽危険空き家に対する支援制度などを活用した住民主体による住環境整備や、空き家の適切な管理を促進
し、安全で快適な住環境の質の向上を図る。

6 工業用地 ・本市の特性である自然環境、高速交通網の結節点といった優位性を生かし、新たな企業立地の受け皿として中
部横断自動車道インターチェンジ周辺の開発や、既存の工業団地の拡張などにより工業用地の確保を図る。

・多様化する企業ニーズを的確に把握した工場立地の適正な誘導を行うほか、空き工場や未利用工業用地の流
動化を進めることで、地域の環境と調和した計画的な工業用地の利用を推進する。

7 その他の宅地
（商業・業務用地等）

・商店街の空き店舗や低未利用土地の流動化を進め、起業の場や交流の拠点として有効利用を図ることにより、
まちの活性化を推進するとともに、商業・業務用地の無秩序な拡散を抑制する。

8 低未利用土地等 ・市街地やその周辺の低未利用土地については、再開発用地としての利用を図るほか、新たな宅地や工業用地な
どの需要がある場合には優先的に活用する。

・周辺環境の状況に応じて自然の再生を図るなど、実情を踏まえた有効利用を図る。

・荒廃農地の発生防止・解消に向けては、鳥獣被害防止のための防護柵設置や、再生可能な遊休農地の復旧・基
盤整備などを一体的に推進し、農地としての積極的な有効利用と復元を図る。

9 有効な土地利用へ
の誘導

・土地所有者が、良好な土地管理と定期借地権制度などを活用した有効な土地利用を図るよう誘導する。

・特に、相続などを契機として生じる空き家、低未利用土地や所有者不明土地の発生を抑制し、適切な管理や円
滑な土地の売却・利活用へとつなげるため、関係法令の周知や税制上の優遇措置に係る確認書の発行を進める。

・相続土地国庫帰属制度を始めとする各種支援制度などに関する分かりやすい情報提供に努める。

・市民からの相談に迅速に対応できるよう、市内関係団体や空家等管理活用支援法人との相互連携を進め、効
果的な相談窓口の充実を図る。
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第8節 土地利用の転換の適正化

復元の困難さや自然への様々な影響に十分留意した上で、人口や産業の動向、周辺の土地利用の状況、自然的・社会的条件など地域の実情
を勘案して適正に行う。特に農地や森林については、用途地域内の低未利用土地の有効利用を促進することにより、安易な転換を抑制する。

1 農地利用の転換 ・優良農地は、食料生産や多面的機能の維持に不可欠な資源であり、その保全を基本とする。このため、「地域計
画」などにより守るべき農地の方向性を示し、無秩序な転換の抑制に努めることで農地のまとまりを確保する。
・土地利用の転換が必要な場合においても、周辺環境への影響や市の諸方針などとの整合性について十分に精
査し、総合的な調整を図る。
・再生困難な荒廃農地は、森林など新たな生産の場としての活用や自然環境の再生も含め、周辺の土地利用と
調和した計画的な転換を検討する。

2 森林の利用転換 ・森林の多面的機能や景観に与える影響に配慮し、周辺の土地利用との調和により無秩序な転換の抑制を図る。

3 大規模な土地利用
の転換

・大規模な土地利用の転換は、その影響が広範に及ぶため、周辺地域も含め事前に十分な調査を行い、市土の
保全と安全性の確保、環境への配慮に努める。
・インターチェンジ周辺や幹線道路沿線といった新たな開発需要が見込まれる地域については、雇用の確保や定
住人口・交流人口の増加などによる地域の活性化や産業振興に資する適切な土地利用を推進する。

4 混在地域における
土地利用の転換

・農地を始めとする農業的土地利用と宅地などの都市的土地利用が混在する地域では、土地利用の混在による
弊害を未然に防ぐため、無秩序な転換を抑制することで土地利用ごとのまとまりを確保する。特に農地転用に
当たっては、周辺の営農環境との調和や市土の最適な活用について慎重に検討を行う。

第9節 市土に関する調査の推進と計画の効果的な推進

地籍を明確化する国土調査は、土地利用の円滑な推進や被災後の復旧・復興の迅速化、土地取引や民間開発の円滑化などに貢献する重要な
取組であるため、計画的に実施する。また、計画の推進に当たっては、各種の指標などを活用し、市土利用を取り巻く状況の分析を通じて、課
題を的確に把握することで、計画がその目的を達成できるよう効果的な施策を講じる。

第10節 市土の市民的経営の推進

土地所有者以外の者が、それぞれの特徴を生かして市土の管理に参加することにより、市土の管理の水準の向上など直接的な効果だけでな
く、地域への愛着を深める契機や地域における交流の促進、土地所有者の管理に対する喚起など、適切な市土の利用に資する効果が期待さ
れる。そのため、国、県、市による公的な役割や所有者による適切な管理に加え、農地や森林の保全管理活動への参加、地元農産品や地域材
製品の購入、緑化活動への寄付など、所有者、地域住民、企業、行政、他地域の住民といった多様な主体が様々な方法により、市土の適切な
管理へ参画していく「市土の市民的経営」の取組を推進する。


